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「消費税法別表第三に掲げる法人に係る資産の 
  譲渡等の時期の特例の不適用届出書」の記載要領等 

 

１ 提出すべき場合 
この届出書は、消費税法別表第三に掲げる法人のうち、消費税法第60条第３項並びに消費

税法施行令第74条第１項及び第２項に規定する資産の譲渡等の時期の特例を受けていた法人
が、その適用をやめる場合に提出するものです。 

 
２ 適用課税期間等 

この届出書を、提出した日の属する課税期間からその効力が生ずることとされていますか
ら、特例の適用を受けることをやめようとする課税期間の末日までに提出してください。 

 
３ 記載要領 

⑴  「根拠法律」欄には、法人の設立根拠となる法律名を記載します。 
⑵  「法令又は定款等に定める会計処理の方法」欄には、法令又は定款等に定める会計処理

の方法を具体的に記載します。 
⑶  「承認年月日」欄には、資産の譲渡等の時期の特例の承認を受けた年月日を記載します。 
⑷  「特例の適用をやめようとする課税期間」欄には、資産の譲渡等の時期の特例の適用を

やめようとする課税期間の初日及び末日を記載します。 
（注）この届出書は、この欄に記載した課税期間中に提出することとなります。 

⑸  「参考事項」欄には、次の事項等を記載します。 
① 所管官庁 
② その他参考となる事項 

⑹ 記載内容等についてご不明な場合は、最寄りの税務署にお問い合わせください。 
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